
1 
 

出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 34(オ)120 原審裁判所名 名古屋高等裁判所 

事件名 所有者移転登記嘱託却下決定取消

請求 

原審事件番号  

裁判年月日 昭和 37 年 1 月 23 日 原審裁判年月日 昭和 33 年 11 月 29 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 16 巻 1 号 110 頁   

 

判示事項 登記名義人を異にする二重の保存登記の一方の登記名義人を登記義務者とする

所有権移転登記の申請と不動産登記法第四九条第六号 

裁判要旨 登記名義人を異にする二重の保存登記がある場合においても、何れか一方の登

記名義人を登記義務者とする所有権移転登記の申請があれば、登記官吏におい

て、その申請が有効とされる登記の登記名義人と一致していることを判定し得

ないとして、不動産登記法第四九条第六号の規定を採用し、これを却下するこ

とは許されない。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人林倫正、同高橋秀丸の上告理由について。 

同一不動産につき内容の矛盾抵触する二個以上の登記が出現することは、一不動産一登記

用紙主義を定めた不動産登記法一五条の趣旨に反するものであるから、爾後の登記の申請に

対しても、その受理を停止して、登記簿上の権利関係の混乱と取引安全の阻害を可及的に防止

するのが、同条の趣旨からみて、望ましいことはいうまでもない。 

しかしながら、いわゆる二重登記といえども当然無効のものではなく、それが登記名義人を

異にする場合、何れの登記が有効であるかは、専ら実体法上いずれの登記名義人が真の権利者

であるかによつて決定されるのであり、しかも不動産登記法は、登記事務の単純、迅速を図り

物権の公示を完からしめるために、登記官吏に対し、登記事項が真実に符合するかどうかにつ

いての審査権限を与えることなく、当該申請が申請書及び附属書類に徴し形式上の要件を具

備していると認められる限り、申請を受理すべきことを命じているのであるから、登記名義人

を異にする二重の保存登記のある場合においても、何れか一方の登記名義人を登記義務者と

する所有権移転登記の申請があれば、登記官吏としては、その登記名義人の保存登記が有効で

あるかどうかに関係なく、他の形式上の要件に欠くるところがないと認める以上、右申請を受

理すべきである。所論のごとく、登記簿上の権利関係の画一化を期せんとするところから、こ

のような場合には、申請が有効とされる保存登記の登記名義人と一致していることを判定し

得ないとして、同法四九条六号の規定を援用し申請を却下すべきものと解することは、登記官

吏において二個の保存登記の効力の優劣を斟酌して所有権移転登記申請の適否を決定するこ

とを容認する前提に立つてはじめて可能であつて、かかる前提そのものが、登記事務の単純、
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迅速を図り、物権の公示を完からしめんとする不動産登記法の建前に違反することは、前叙の

説示によつて明らかである。 

原判決は右と同趣旨に出たものであつて、その判断は、正当として是認すべく、右と相容れ

ない見解を主張する論旨は、結局理由なきに帰し、採るを得ない。 

よつて、民訴四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決す

る。 

（裁判長裁判官 石坂修一 裁判官 河村又介 裁判官 垂水克己 裁判官 五鬼上堅磐 

裁判官高橋潔は死亡につき署名押印することができない。 裁判長裁判官石坂修一） 

 

 

※参考：判例時報 289 号 5 頁、金融法務事情 302 号 15 頁、不動産取引の紛争と裁判例〈増補

版〉RETIO820 頁 

 

 


